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（２）６－２の自己評価 
平成 19(2007)年度に開催した課題解決型の SD は、職員の参加率も 90％（41 人/45 人）

を超え、アンケート結果をみても、満足度、理解度及び業務への役立ち度ともに 8 割以

上の支持率（5 段階評価の 4、5 評価）を得るなど効果が得られた（図６－２－１）。 
 

図６－２－１ 平成 19(2007)年度 SD 満足度アンケート結果 
＜満足度＞       ＜理解度＞        ＜業務への役立ち度＞ 
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 満足度と役立ち度に関する相関係数は、0.63 と高い数値を示しており、その有効性が

証明されている。 
 この SD を契機として、職員有志が「SD 研究会」を立ち上げる機運が盛り上がり、「大

学マネジメント研究部会」（部課長等対象）及び「大学事務職員ジェネリックスキル研究

部会」（一般職員対象）の 2 つの部会が発足することとなっていることから、SD の波及

効果が大であったことが裏付けられている。このことは、「学士課程教育の構築に向けて

（審議のまとめ）平成 20（2008）年 3 月）」でも指摘されている教職員の資質能力向上

のための FD、SD の重要性を踏まえた取組みとなっており、あわせて本学の教育目標実

現のための組織的取組みともなっている。 
一方、平成 18（2006）年度にはシステムアドミニストレータの資格、また平成 19(2007)

年度にはキャリアカウンセラーの資格や危険物取扱者の資格を、職員が自主的に勉強し

て取得している。個人レベルの資格取得を推進するなど職員個人の資質能力の向上に関

する支援も積極的に行っており、大学全体として教職協働による組織体制を確立してい

る。 
 
（３）６－２の改善・向上方策（将来計画） 
階層別研修については、特に課長は中間管理職として人事管理能力や社会的ニーズに

対応した高等教育全般を見通した大学運営に係るマネジメント能力を養成する観点から、

外部研修への積極的参加を推進する体制の構築について検討する。 
また、意欲の旺盛な若手職員には、資格取得や通信教育の受講等自主的な取組みを評

価するとともに、自主性に頼るだけでなく組織的な取組みに向けた支援策について検討

する。 
現状では職位階層別的な研修システムが構築されていないため、新規採用職員、初任、

中堅、係長、部・課長などの階層別研修とこれらを横断する大学運営に係る今日的課題

解決に向けた研修などを組み合わせた体系的研修システムの構築について検討を行う。 
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さらに、これらの階層別研修と職員有志の自主的取組みである「SD 研究会」と大学と

して組織的に実施する SD を組み合わせることによって相乗効果があがる仕組みについ

てもあわせて検討を行う。 
 
 
６－３ 大学の教育研究支援のための事務体制が構築されていること。 
《６－３の視点》 
６－３－① 教育研究支援のための事務体制が構築され、適切に機能しているか。 
 
（１）６－３の事実の説明（現状） 

平成 10(1998)年の開学と同時に、多様な学生に対応するために日本で初めての

「学習支援センター」を設置し、学習面及びメンタル面での組織的な支援活動をス

タートさせた。また、学生部では、学生生活面での支援、国際交流センターでは受

入留学生や留学希望学生への支援、キャリアセンターでは就職活動にとどまらずキ

ャリア全般についての支援を担ってきた。さらに、平成 16(2004)年度には「初年

次教育研究開発センター」、「高等教育開発センター」を同時に設置し、カリキュラ

ム開発も含め、組織的な支援体制を強化してきた。平成 18 年(2006)年 4 月に「サ

ービスラーニング室」を新設し、専任の職員を配置するなど事務組織体制もこれら

の各センター等の機能を最大限に発揮できるように適正に職員を配置している。 
平成 20（2008）年 4 月の各センターの教育研究機能の見直しに伴い事務組織を見直し、

さらに教育研究に対する支援を円滑に進めるため、各センターに対応した事務組織体制

となるよう組織改編を行った（各センターと事務組織体制の関係について図６－１

－１を参照）。 

このように、教育研究に係る組織改編に伴う最適な事務組織体制の編成について

不断の見直しを行うことにより、大学運営に係る教職協働体制の構築が可能となっ

ており、これらは相互に連携・補完して有効に機能している。 

なお、文部科学省をはじめとする各種 GP などの競争的資金の申請については事務職

員が必ず参画し、教員との協同態勢で取り組んでいるほか、科学研究費補助金について

は、教育研究支援課が相談窓口となり総務課とともに各種の研究支援を行っており、教

員と職員の協力体制を整備している。 
 
（２）６－３の自己評価 
各センターの円滑な運営を支援する事務体制は整備され、適切に機能している。 

 

（３）６－３の改善・向上方策 
平成 21(2009)年度の尼崎キャンパス開設によるツインキャンパス化を見据え、平成 19

（2007）年度は、センター等の目的、事務組織との整合性を点検し、教育研究支援に特

化した課を設置し事務職員の増員を行う等の支援体制の強化と充実を図った。今後は、

ツインキャンパス化による各センターの在り方などについて、シミュレーションを行う

などの方法により、教育研究機能に最適な事務組織体制についての検討を進める。併せ
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て学内の業務を合理化するためのグループウェアの導入などを通じて教育研究支援体制

のさらなる改善充実策について検討を行う。 
 

［基準６の自己評価］ 
高等教育のユニバーサル化や高大接続に関する諸問題に対応するため、また、本学の

教育研究目的を達成するために先進的に設置された「学習支援センター」、「高等教育研

究開発センター」及び「サービスラーニング室」等の各種センター機能が十二分に発揮

できるための事務組織体制は整備され、適切に運用されている。また、そのために必要

な職員が配置され、異動、昇任等の人事制度も適切に行われている。今後は、現在鋭意

検討を行っている昇給や昇格について反映できる人事考課制度について、早期に明文化

する方向でさらに検討を加える。 
職員の資質能力向上を図るため各種研修については、大学独自企画の SD や外部研修

に参加するなどの方法で積極的に行っており、また、個人レベルでの能力開発に係る組

織的支援も行われていることは十分評価できる。 
 

［基準６の改善・向上方策（将来計画）］ 
教育研究に関する各種センター組織及び事務組織については、平成 21(2009)年度のツイ

ンキャンパス化を見据えて見直しを行ったが、今後はこれらの運用実績等も勘案しながら

引き続き点検・評価を行うことにより、さらなる改善充実を図っていく必要がある。 
そのためには、現行の職員人事制度も合わせて常に見直しを行うことにより、大学を取

り巻く社会的ニーズや学生ニーズに即応できる体制の構築について検討を行っていく。 
組織力は個の結集の結果であるので、個々の職員の資質能力向上のための SD 等の研修

に係る取組みを今後とも充実していく。併せて人事制度について、昇任・異動などの方針

の明確化などによって透明性、公平性を高め、インセンティブ付与の在り方についても検

討を行う。 
さらに、ツインキャンパス化に伴い、事務の合理化、省力化及び I(C)T 化を積極的に推

進することにより、教育研究支援業務に傾注できる体制作りに向けて検討を行い、着手可

能なものから順次実施していくこととする。 
 




